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Abstract
In this paper, we intend to investigate the Private Finance Initiative (PFI) in
Japan. Until January 2006, there are 227 PFI projects which have been contracted.
How to deal with the relationship between public and private sectors in the PFI
projects is one of the most important issues. The private sector is superior to the
public sector in risk awareness and management, and efficiency. Through PFI,
high Value for Money (VFM) can be realized. However, there exists high risk in
profit for most of the PFI projects. It is not desirable to over-transfer the risk
to private sector. How to construct the new public-private partnership in the
future is one significant issue.
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I.はじめに
国際公共政策研究 第11巻第1号
規模経済、公共財、独占、外部性などが存在するため、政府は規制、税金、補助金、公共
財およびサービスの直接供給など多様な形で経済を関与している。公共財およびサービスを
直接供給するため、公益性と外部性など特質をもっ公共事業は政府、地方自治団体などが主
体として行う。なぜなら、公共財およびサービスの最適供給の決定面で、公的部門が民間部
門より優れるからである(Flemming & Mayer、 1997)c　しかし、公共事業は全て公的部
門によって直接行うわけではない。いまPFI (Private Finance Initiative、プライベー
ト・ファイナンス・イニシアティブ)によって公共事業を行う風潮が世界的に盛んである。
イギリスでは1990年代から健康、監獄、運輸、防衛など多くの分野で、公共事業をPFIによっ
て行っている　2002年早期まで、 500件のPFI契約が締結され、その中の半分が既に実行さ
れた。民間部門から集めた資本は毎年の政府資本支出に15%の割合を占めている。イギリ
スの他にも、米国、フランス、ニュージーランド等の先進国をはじめ中国、韓国やアジアの
開発途上国でも積極的にPFI事業が行われている。
本論文では、日本におけるPFI事業の現状を明らかにしながら、インセンティブ、リスク、
効率性、便益と効果などの視点からPFI問題を検討する。分析によれば、以下のことが分か
る。すなわち、民間部門はリスク意識と管理および効率性など面で公的部門より優れている。
PFI事業を通じて、事業コストの大幅な削減が実現できる。しかし、公共事業の収益性につ
いて、不確実性が高い。従って、 PFI事業で過剰にリスクを民間部門に移転させることが望
ましくない。新たな公と民の関係、即ちppp (パブリック・プライベート・パートナーシッ
プ)の構築は重要な課題である。
n. pfi現状
日本政府が平成11年7月に『民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す
る法律』を策定した。その後、この法律に基づいて、 『PFI事業におけるリスク分担等に関
するガイドライン』 (平成13年1月)、 『VFM (Value For Money)に関するガイドライン』
(平成13年7月)、 『契約に関するガイドラインーPFI事業契約における留意事項』 (平成15年
6月)、 『モニタリングに関するガイドライン』 (平成15年6月)などを続々策定された。平
成18年1月の時点で、既に実施方針が策定・公表されたPFI事業数は227件に昇る。事業主
体から見れば、国(各省各庁の長)、地方公共団体(都道府県知事、市町村長等)、特殊法人
等の公共法人それぞれによる事業に分けられる。その中、地方公共団体の事業は全体の7割
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以上を占めている.対象施設によって分類すれば、公共施設(道路、鉄道、港湾、空港、河
川、公園、水道、下水道、工業用水道等)、公用施設(庁舎、宿舎等)、公益的施設(公営住
宅、教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、更生保護施設、駐車場、地
下街等)、その他の施設(情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、 ,リサイクル施設、
観光施設、研究施設等)などに分けられる。分野別で見れば、教育と文化(文教施設、文化
施設)、生活と福祉(職業訓練施設、福祉施設)、健康と環境(医療施設、保健衛生施設、廃
棄物処理施設、水道施設、斎場、浄化槽)、産業(農業振興施設、漁港、工業振興施設)、ま
ちづくり(道路、公共交通、空港、河川、公園、下水道施設、海岸保全・港湾施設、公営住
宅、市街地再開発)、あんしん(警察施設、消防施設、防災施設、行刑施設)、庁舎と宿舎
(庁舎、宿舎)、その他(複合施設、その他)など多分野にわたる。表1は、日本における
PFI事業の適用分野別件数を示したものである。
表1.日本における主なPFl事業の適用分野別件数
教育と文化健康と環境まちづくり庁舎と宿舎　その他　生活と福祉　あんしん　産　業　総　計
71　　　42　　　　30　　　　24　　　　24　　　12　　　13　　　11　　　227
31.28%　18.50%　13.22%　10.57%　10.57%　　5.29%　　5.73%　　4.85%　100.C
注:平成十二年三月に『民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する
基本方針』を策定以降に実施方針が策定・公表された事業。内閣府PFI推進委員会のPFI事業
例統計、平成18年1月16日までの数値である。
表1によれば、最も多いのは教育と文化(31.28%)、健康と環境(18.E　、まちづくり
yio.cici/oj、庁舎と宿舎(10.57%)などの分野である。事業方式で見れば、主にBTO (Build-
Transfer-Operate)とBOT (Build-Operate-Transfer)などの方式で事業が行われる
(BTO方式は全体に7割程度を占めているが、 BOTのほうは2割程度を占めている)。はか
の事業方式はBOO (Build-Own-Operate)、 RO、 RTO、 ROT等がある(Rは、
Rehabilitateを示す)。同じの事業に対して、異なる方式を利用するケースもある(32件)0
Ⅲ.インセンティブおよびリスク
公共投資の理論根拠は規模経済、公共財、独占、外部性の存在などにある。しかし、いま
理論と実践の両面で明らかになるように、公共事業はすべて政府によって行うわけではない。
リスクが高い、将来の収益とコストが予測できない、民間部門ができないあるいは投資した
くない事業は政府が直接に行うべきである。もう一つは民間部門に委託すれば、効率性、情
報面で著しく防げられる事業は政府が直接に行うべきである。日本では、国鉄の民営化、電
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電公社の分割民営化、国立大学の独立行政法人化および特殊法人民営化の議論にみられるよ
うに、政府がかかわる度合いを減少させてきた。
pFIの導入により、事業コスト~の削減およびより質の高い公共サービスの提供を期待され
るため、公的部門はPFI事業に強いインセンティブを持つ。日本では、国から地方までPFI
推進委員会を設置しており、これまで多くのPFI事業を行ってきた(あるいは既に契約を結
んできた)。これからPFI事業はさらに増やす可能性が高い。なぜなら、公共事業の建設、
運営、維持のため、多くの税金を投入され、あるいは巨大な負債を抱えねばならないため、
財政の負担が大きいからである。財政健全化をはかるため、より低いコストで質の高い公共
サービスの提供が重要である。
民間部門にとって、 PFI事業は新しい産業部門と言える　PFI事業を獲得すれば、新たな
事業機会、そして利益をもたらすかもしれない。日本ではPFI事業の契約期間は平均で20年
となる。契約の定期再評価、調整が重要である。 Flemming & Mayer (1997)によれば、
民間部門は公的部門が模写できないインセンティブを創造できる。収益率が資本コストより
多ければ、民間部門が投資を増やすインセンティブを生じる。反対に、収益率が資本コスト
より少なければ、民間部門が投資拡張のインセンティブを失い、投資縮小あるいは資産売却
ということを生じる。政府の規制では民間部門資本コストを過小評価されれば、投資不足に
なり、過大評価されれば、過剰投資を促す。イギリスでは公共施設の規制(price cap)は
だいたい7%の収益率の水準に定める。給水企業は7%より少しだけ低く、鉄道、航空は少
し高くなる。評価は資本資産価格モデルを用いている。モデル中のパラメータは大きな誤差
範囲を認められた。とくに、リスクなし政府債券のはかの資産のリスク報酬率の測定につい
てかなりの不確実性をもつ。測定値は2%から9%までにわたっている。イギリスでは4-
5 %の予測値が採用される。将来のコストと収益が不確定で、環境変化および契約更新の望
みがあるため、価格規制は限定時期内に定め、定期的に再評価する。イギリスでは5年はど
後再評価を行う。この5年間の問に、民間部門がもっと効率的に運営すれば、一般収益率を
超える収益を得られる。しかし、独占濫用の防止と革新インセンティブとの間の基本的な矛
盾(リスク分担、収益配分などの問題)は現在の規制システムでは解決できなかった。同じ
ように、膨大な資本支出活動では、私的所有権が公的所有権より劣るため、所有権変化の必
要がないまま、政府の特許権の利用が可能になる。しかし、特許権の利用には過少投資とい
う問題が生じる.とくに、特許権の最終期限には、特許権の利用の欠陥が深刻となり、民間
部門が新規投資と資産維持のインセンティブを失うだろう。民間部門にとって、もっとも重
大な非インセンティブは公的部門干渉の脅威である。日本政府によるNTTへの基本接続料
金の値下げ要求があった。政府干渉の極端なケースでは私的資産の没収となる。はかのケ-
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スでは契約計画の変更となる。後者を防ぐため、独立した機構の設置が重要となる。規制制
定者と民間部門の契約談合を公開、公正的に行う必要がある。規制制定者が政治の圧力に従
わないよう、両者の分岐を独立な仲裁者によって調停しなければならない。
PFI事業を進めていく上では、事故、需要の変動、物価や金利の変動等の経済状況の変化、
計画の変更、天災等さまざまな予測できない事態により損失等が発生するおそれ(リスク)
がある　PFIでは、これらのリスクを最もよく管理できる者がそのリスクを負担する。公的
部門はその活動の財源を税収(公債)とするため、民間部門のような将来負債の返還不能と
いう心配がない。なぜなら、政府が永久的に租税を徴収する強制力があるからである。民間
部門はリスクを分散させるため、負債多元化、経営多角化など創意工夫がある。明らかに、
民間部門はリスク意識とリスク管理面では公的部門より優れる。しかし、公共事業が公益性
を持ち、その収益性が低いあるいは不確実性が高いので、過剰に民間にリ・スクを移転させる
ことが望ましくない。 PFI事業契約では、公的部門と民間部門の権利と義務の細分化が必要
となる。ある場合、公的部門あるいは民間部門による事業放棄も検討に入れるべきである。
これは双方のリスク防止面でも重要なことである。
日本では、 PFI事業に関するリスクは設計、建設、運営・維持管理、事業終了各段階のリ
スクおよび各段階共通のリスクに分類される。物価変動、資金調達、応募費用、設計、需要
変化、債務不履行、移管手続などのリスクは選定事業者に帰する。許認可失効、法令変更、
測量調査、設計変更、工程変更、開業遅延などのリスクは事情によって公的部門あるいは選
定事業者が負う。不可抗力に伴うリスク(暴風、豪雨、洪水、_地震、落盤、火災、騒乱、暴
動など)などは公的吾肝弓が主負担とする。
政策当局自身がリスクなし報酬率に影響を及ぼすかもしれない。政策制定者である政府部
門にとってリスクといえないことが、民間部門にとってはかなり大きなリスクとなるかもし
れない　Flemming　& Mayer (1997)によれば、基本的に、事業のリスクは財源よりデ
ザインに依存する(後者が前者を影響する場合を除く)。それゆえ、 Kleinによれば、リス
ク報酬率が財源計画から独立している　Klein & Arrowによれば、公的部門の資本コスト
が民間部門のほうより低い。なぜなら、 Arrowによれば、税収など強制力を通じて、政府
が民間部門より広範なリスク分担と共同出資を得られるからである。
資本コストは式1で表すことができる。
C-Rf+ 0km/ 0m{Rm-Rf)
-Rf+ β(Rm-Rf) (1)
-Rf+ γ PtcmOji)
ここで、 RFは無危険利子率であり、 RMはリスクを含む予想市場収益率であり、 OjiMは
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新規投資の限界資本営業利益率と新規投資実行前の市場収益率との共分散であり、 α肘は新
規投資実行前の投資収益率の標準偏差であり、 βは新規投資の限界資本収益率であり、 γは
リスクの市場価格であり、 PnMは新規投資の限界資本営業利益率と市場リスクの相関係数
であり、 Onは新規投資の限界資本営業利益率の分散値であり、 PnMOnは新規投資では分
散投資によって消去できないリスク(すなわちシステムティック・リスク)である。式(1)_
から分かるように、資本コストは資本調達方法に依存しない。すなわち、自己資本でも負債
でも、またそれらをミックスした資本でも、それらのコストはすべて等しいのである。また、
どんなに総リスク(CT*)が大きくても、市場リスクとの相関(pttm)が小さければ資本
コストは小さい。
Brealey等(1997)によれば、税収の要素を考えると、民間部門は事業を税後の資本コス
トに基づいて評価すべきであり、公的部門は税収前のコストによって評価すべきである。
Ⅳ.効率性と便益および効果
以前独占されていた公共サービス提供の領域には、近年競争の拡大傾向がみえる。しかし
ながら、 Flemming & Mayer (1997)によれば、多くの領域では、中核ネットワーク部分
が自然独占の性質をもち、非常に非効率な部分だけ競争によってされる。競争によってでき
ない部分すなわち中核独占に対しては、そのまま公的所有権を維持する。
同じ、 Flemming & Mayer (1997)によれば、民間部門には主に三つタイプの外部の統
制がある。一つ目は外部の株主が直接に干渉することである。現代では株主の分散性のため、
株主による積極的な管理が弱くなる。しかし、ある状況のもとで＼株主による干渉は確かに
発生する。二つ目は所有権の移譲というメカニズムである。三っ目は破綻と破産のメカニズ
ムである。外部統制のため、資本構成も一つの事前約束手段として利用される。私的所有権
と公的所有権との真の区別は雇用、資本の再配置に関する戦略に関与するかどうかにある。
だれか統制する、だれか統制の変更を干渉できる、資本構造がいかに統制の割り当てに影響
を及ぼすのか、という面で、公的部門と民間部門はかなり異なる。利益を追求し、市場に生
き残るため、民間部門は経営効率を重視しなければならない。民間部門がより低いコストで
運営し、より低い価格で財とサービスを提供することによって、高い生産性と効率性を実現
できる。しかし、 PFI事業は公表から民間事業者選定までの手続きが複雑で、時間がかかる
ほか、入札費用が高い点も注意する必要がある　PFI事業において経営破綻のケースが出た。
例えば、イギリスでは「パスポートシステム」 「税金徴収システム」などのPFI事業では、
民間企業が甘い予測をしていたので、毎年大赤字を出して、最後にそれらの事業が破綻して
PFI事業に関する事例分析 197
しまった。日本ではPFI事業が経営破綻に陥ったケースも出た。日本で3番目のPFI事業と
して、福岡市が実施した「福岡市臨海工場余熱利用施設整備事業」 (タラソ福岡事業)は二
年未満の営業期間に利用者の伸びが悩んだ結果、閉鎖された。イギリスではPFI事業の運営
が高く評価されるが、日本ではPFI事業をまた評価されていないケースが多い。
PFI事業では、 VFM (value for money)モデルを広範に利用される　VFMとは、 「支
払に対して最も価値の高いサービスを供給する」という考え方である。公共事業を民間部門
に委託すれば、公的部門が自ら実施する場合に比べてVFMがある場合、効率的に実施でき
ると言える　VFMがあうかどうか、公的部門が自ら実施する場合の公共事業期間全体を通
じ`た公的財政負担の見込額の現在価値(PSC、 public sector c。mparator)とPFI事業と
して実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額(施設建設費と運営期間中
の運営費など)の現在価値(LCC '蝣Iife cycle cost)との比較により評価する。
PSCは、調達初期に展開されており、特定の入札者による提供されるVFMを比較するた
めのベンチマーク、およびなぜ事業が必要だったかの分析の一部として使われる(運営上の
有効性および投資評価)。事業が新しい設備の開発を含んでいるという事実は、従来通りに
獲得される設備の建設コストおよび運営コストに関する多くの仮定を作らなければならない
ことを意味する。 TTF (treasury task force)によると、建設コスト(資本支出)の現在
価値が事業のPSCに占める平均割合は約22%であった。事業件数の加重平均ですれば約35
%であった。この指標を通じて、 PFI事業はどの程度まで資産型サービス(asset-based
services)の提供だったのを調べることができる　PSCがあるので、入札者はコストの対照
的なチェックができる。入札者に対して同等の競争環境を達成するため、転嫁されるいくつ
かの重要なリスクの評価が重要である。リスクのうちのいくつかは敏感分析によって評価さ
れる。例えば、 usage leverでPSCの価値との相違がほとんどなく、したがって、一連の可
能なusage leverでPSCを入札者と容易に比較することができるかもしれない。評価され、
かつPSCに加えられる最も重要なリスクは建設のオーバー(建設工期と建設コストのオー
バー)および運営失敗などのリスクである。従来の固定価格契約によってコスト項目に反映
されていない主なリスクは、計画リスクおよびサービスへのエントリーの遅れである(公的
部門によって行う事業のコストの大幅な増加と工期の遅延が目立っ)。 PFI契約に約束した
時間に交付するように、従来の調達よりPFIの下でより大きなインセンティブをもつため、
サービスへのエントリーのどんな遅れも著しくより短いだろう　TTFによると、イギリス
ではリスク転嫁価値を評価できるある17の事業のうち、八つの建設コストオーバー価値が
計算された。八つの事業の建設コストオーバーリスク価値がすべてのリスク転嫁に占める割
合はそれぞれ90.5%、 61.5%、 60%、 58.6%、 52.9%、 63.7%、 36.7%、 12.2%であった(義
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後の二つは運営コストオーバーリスクが建設コストオーバーより高く評価され、そのうち一
つは最も重要なリスクが考古発見に関連していた)。 PFI契約の下でより大きな罰あるいは
インセンティブがあるので、シミュレータの休養時間(down-time)が従来の調達よりは
るかに少ないと予想される。他の評価されるリスクは運営コストおよび維持費における変化
などである(資本コストによる影響が小さい)0
同一の公共サービス水準で、 PFI事業のLCCがPSCを下回ればPFI事業の側にVFMがあ
り、上回ればVFMがないということになる。一方、公共サービス水準を同一に設定してい
ない場合、 PSCとPFI事業のLCCが等しくても、 PFI事業において公共サービス水準の向上
が期待できれば、 PFI事業の側にVFMがある。ま七、 PFI事業のLCCがPSCを上回っても、
その差を上回る公共サービス水準の向上がPFI事業において期待できれば、 PFI事業の側に
VFMがあるといえる。ただし、この場合においては、期待できる公共サービス水準の向上
が何かの方法によってPSCやPFI事業のLCCと同一の尺度で定量化できることが前提条件と
なる。
TTFによると、イギリスで29の事業のPSCからPFI事業のLCCを差し引いて、得られた
コスト節約の平均パーセンテージ節約は17%であった。これはNAO (National Audit
Office)によって現在まで計算されたPFI事業の平均パーセンテージ節約20%と同じ水準に
みえる。日本では15の事業のPSCからPFI事業のLCCを差し引いて、得られたコスト節約の
平均パーセンテージは29.69%であった(事業者の選定段階)0
VFMモデルは、コスト、リスク、追加の利益および正味現在価値(NPV)などからなる。
しかし、しばしばVFMモデルは比較目的用の用具で、供給者のサービスの実際原価を反映
していない。入札者にとって共通なコスト、リスクおよび利益を除くので、それはコストと
利益のネット・バランスを反映していない。
Ⅴ.結びに代えて
以上の分析によると、あくまでも、政治力の折衝である公共事業の決定のあと、公共投資
の建設、運営の段階で民間部門のインセンティブ、効率性を生かすべきである。公共事業を
PFIの形で行うケースが増やしつつある。しかし、民間部門に委託するとき、独占濫用、た
なぼた利益[windfall profits]、過少投資などの問題を注意すべきである。政府の規制、
たなぼた利益税の徴収、 PFI事業契約におけるリスク分担、収益配分など問題への対応、契
約の再評価と調整などが実践されている。本論文で分析した通り、民間部門はリスク意識と
管理および効率性など面で公的部門より優れている。 PFI事業を通じて、事業コストの大幅
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な削減が実現できる。しかし、公共事業の収益性について、不確実性が高い。従って、 PFI
事業で過剰にリスクを民間に移転させることが望ましくない。新たな公と民の関係、即ち
ppp (パブリック・プライベート・パートナーシップ)の構築は重要な課題である。
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例　方式
事業
期間
PFI
事業形態　　　　アドバイザー
(公共側)
特定事業の選定　事業者の選定　民間事業者
段階でのVFM　段階でのVFM　選定の方法
価格と定性面
の評価方式
(価格要素の割合)
1　RO
ミックス型:
サ-ビス対価11年　指名競争
+利用料金　9ヶ月　　入札
収入
0.054　　　　　　10.9
総合評価
一般競争入札 除算方式
2　BTOサービス　22年
購入型　9ヶ月
公募型
プロポーザル
方式
公募型
10.00%　　　　　30.30%　　　プロポーザル
方式
加算方式
(40%)
サービス購入
3　RO　型(+民間提17年
案施設収入)
プロポーザル
方式
37.4%(約23.5億
約2.4%　　　円)参考:予定価　総合評価
(約1.5億円)　格86.17億円、落　一般競争入札
札価格53.92億円
加算方式
(50%)
ミックス型:
4　BTO　料金収入+
国庫補助金
約10年
9ヶ月
」l: ,¥表 非公表　　　　　非公表
公募型
プロポーザル
方式
加算方式
(40%)-
5BOT竃憲18年指名競争入札 9%(1.36億円) 49.6 総合評価一般競争入札 除算方式
ミックス型:
BT0　品豊15年
収入
総合評価
方式 約　　　　　　　　0.283
総合計ffii
一般競争入札
加算方式
(30%)
ミックス型:サー
ビス対価+報酬
+利用料金収入
+国庫補助金
指名
7　bto :,, ::;rr　21年　プロポーザル　　　0.14　　　　　　非公表
方式
総合評価
一般競争入札
加算方式
(6.0%,提案譲渡
金額の比率)
BTO芯富　30年プロ芸義ザル　0.071
予定価格11.65
億円、落札価格　総合評価
9.35億円(現在　一般競争入札
価値化前)
加算方式
(30%)
ミックス型:
BOT詣完票22年讐慧争　m.2%　　35.30%
収入
総合評価
一般競争入札
加算方式
(50%)
ミックス型:
サービス対価
+使用料金
又は費用
公募
10　BOT Mrmit"lA. 1 17年　プロポーザル　　　0.028　　　　　19.50%
方式
総合評価
一般競争入札案
加算方式
(30%)
・1BTO気嵩　22年指名競争入札 約15%　　　　　約24.7 総合評価一般競争入札 加算方式(50%)
・2BTO芯冒　20年プ。票ザル　約5.3%　　約28.0%　蔑孟雷黒L除算方式
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事　事業
例　方式 郭塞JF-;壁
m^
期間
PFI
アドバイザー
(公共側)
特定事業の選定　事業者の選定　民間事業者
段階でのVFM　段階でのVFM　選定の方法
価格と定性面
の評価方式
(価格要素の割合)
・3BTO　忘冒17年　随意契約
約9%
(リスク調整前)、
warn
(リスク調整後)
30.33%
公募型_
プロポーザル　除算方式
方式
5.5′ -12.5
14BOT　¥サ　"　32年　随意契約　(リスクの定量　　　約22%
サービス
購入型 化分含む)
総合評価　　加算方式
一般競争入札　(60%)
公募型
15 BOT独立採算型　7年　無し　　0.10億円　合計10,735千円プロポーザル独立採算型事業方式
BOT
16 (一部
BTO)
芯冒16年プ。警ザル　6.3%　　0.127
公募
プロポーザル　除算方式
方式
17　BTO
6.6%
サービス　22年　指名競争　(リスク調整前)、
購入型　3ヶ月　　入札　　9.3%
(リスク調整後)
36.11億円　　　総合評価　　加算方式
(25.0%)　一般競争入札　(70%)
ミックス型:
18　BTO　サービス対価
+独立採算
15年
11ヶ月
随意契約　　　約23.4%　　　　36.70%総合評価　　加算方式
一般競争入札　(30%)
ミックス型:
19　BOT　　委託費　15年
+利用者収入
プロポーザル.
方式 約21%　　　　　約30%
公募型
プロポーザル　二段階審査
方式
ミックス型:
20 BT0 ㍍品芸釦5年讐慧争
設からの収入
こ1・l -o
(駐車場・駐輪
mmsi.
公募型
事業中止　　プロポーザル　除算方式
方式
荏:内閣府PFI推進委員会のPFI事業例統計によるもの　BTO (Build-Transfer-Operate)は民間事業
者が自ら資金調達を行い、施設を建設した後、施設の所有権を公共に移転し、施設の維持管理・運
営を民間事業者が事業終了時点まで行っていく方式であり、 BOT (Build-Operate-Transfer)は
民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設・所有し、事業期間にわたり維持管理・運営を行っ
た後、事業終了時点で公共に施設の所有権を移転する方式であり、 BOO (Build-Own-Operate)
は民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設・所有し、事業期間にわたり維持管理・運営を行っ
た後、事業終了時点で、民間事業者が施設を解体・撤去する方式であり、 RはRehabilitateを示し、
改修・修繕・模様替え等を意味する
